
機能区分  きれいな水   豊かな水   多様な生態系   ふれあう水辺   取組活性化 

小区分 その他 

テーマ区分   森づくり   郷づくり  まちづくり  川・里海づくり 

対象区分   ハード   ソフト 登録年度 平成19年度 

実施主体 田原市 一覧表番号 164 

取組の内容 

1 取組の目的、背景及び必要性 

｢たはらエコ・ガーデンシティ推進計画｣で課題としてあげられている｢汐川、三河湾の水質汚濁｣

を改善するため、平成18年 3月に策定した行動計画に基づき対策を講ずる。 

2 実施内容(概要)、実施時期、実施場所など 

・ 実施内容 汚濁排出実態の調査・研究、特定汚染源対策の実施、非特定汚染源対策の実施、

汐川を重点的に施策を実施する河川と定めて対策を実施 

3 取組の連携・協働 

市民、事業者、学識者、行政 

4 関連する計画及び根拠となる法律 

 たはらエコ・ガーデンシティ推進計画、田原市環境保全計画 

指標とする項目 環境基準達成月数率 指標の説明 ― 

機能区分   きれいな水   豊かな水   多様な生態系   ふれあう水辺   取組活性化  

小区分 啓発 

テーマ区分   森づくり   郷づくり   まちづくり  川・里海づくり 

対象区分   ハード   ソフト 登録年度 平成19年度 

実施主体 豊橋市 一覧表番号 172 

取組の内容 

1 取組の目的、背景及び必要性 

水質浄化啓発事業の一環として、市民を対象としたイベントを通じ、水環境改善へ向けた意識

を啓発する。 

2 実施内容(概要)、実施時期、実施場所など 

イベント名：530のまち環境フェスタ 

・ 実施内容 簡易水質測定、パネル展示、 

生活排水浄化資材等の配布 

・ 実施場所 豊川周辺(豊橋市役所周辺) 

・ 実施時期 毎年9月中旬～下旬頃 

3 取組の連携・協働 

530運動環境協議会 

4 関連する計画及び根拠となる法律 

豊橋市廃棄物総合計画 

指標とする項目 延べ参加人数 指標の説明 ― 
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水循環基本計画と今後の動向

１.水循環基本法（H26.4 公布、H26.7 施行） 

○要点 

(1)水循環に関する施策を推進するため、水循環政策本部を設置

(2)水循環施策の実施にあたり５つの基本理念を明確化

(3)国、地方公共団体、事業者、国民といった水循環関係者の責務を明確化

（水循環の重要性、水の公共性、健全な水循環への配慮、流域の総合的管理、

水循環に関する国際的強調）

(4)水循環基本計画の策定

(5)水循環施策推進のための基本的施策を明確化

２.水循環政策本部（H26.7 設置） 

水循環に関する施策を集中的かつ総合的に推進するため、水循環基本法に基づ

き内閣に設置 

【構成員】 

本部長：内閣総理大臣

副本部長：内閣官房長官及び水循環政策担当大臣（国土交通大臣）

本部員：本部長、副本部長以外の全ての国務大臣

３. 水循環基本計画 

○策定に向けたこれまでの流れ 

・平成 26 年 7 月 1 日 水循環基本法の施行

水循環政策本部設置及び本部事務局の設置

・平成 27 年 7 月 10 日 閣議（水循環基本計画の決定）

○要点 

(1)流域単位で流域水循環協議会を設置し、流域水循環計画を策定する。

(2)森林、河川、農地、都市、湖沼、沿岸域等において、行政、事業者、団体、住民等が

それぞれ連携して活動する流域マネジメントを行い、流域の適切な保全や管理、施設

整備、活動等を、地域の実情に応じ実施し、流域の総合的かつ一体的な管理を行う。
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４.今後の動向 

○水循環政策本部の今後の展開

・内閣官房水循環政策本部事務局の総合調整の下、国は地方公共団体とともに、流域水

循環協議会の設置・運営、情報共有を行う。本部事務局は、基本計画策定に係る調査・

技術面等での支援を行う。

・先行的にいくつかの流域で流域水循環協議会を立ち上げ、流域水循環計画を作成する。

それらを受け、全国で水平展開する。

・流域マネジメントを推進するために、既に各地域で作成された水循環に関する計画等

との位置づけを明確にするためのスキームの構築。

・先進的な流域マネジメントを実施している団体の活動を支援すると共に、他の流域にと

っての参考となる取組事例の収集、分析、整理を行う、モデル調査（３団体）を実施。

・流域水循環計画の第一弾として 17 計画を認定。

５.参考 

水循環基本計画

＜http://www.kantei.go.jp/jp/singi/mizu_junkan/kihon_keikaku.html＞

水循環政策本部

＜http://www.kantei.go.jp/jp/singi/mizu_junkan/＞
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(BOD:75%値）

参考

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H31 H36

　日光川 上位類型 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　（全域） 現行類型 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　新川下流 上位類型 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　（新橋より下流） 現行類型 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　五条川下流 上位類型 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　（待合橋より下流） 現行類型 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　豊川下流 上位類型 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　（下条上水道取水地点より下流） 現行類型 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　豊川放水路 上位類型 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　（全域） 現行類型 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　音羽川 上位類型 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　（全域） 現行類型 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　佐奈川 上位類型 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　（全域） 現行類型 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　汐川 上位類型 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　（全域） 現行類型 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　梅田川 上位類型 × × ○ × ○ × × ×

　（全域） 現行類型 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

環境基準達成状況

将来予測

Ｃ Ｃ ハ イ S49

イ

Ｄ イ

Ａ イ

Ｂ イ

類型
指定年度

（見直し）現行

Ｄ イ

Ｄ イ

水　域　名

現行
見直
し案

見直
し案

類型 達成期間

Ｅ ハ S61

Ｃ イ S61

Ｄ イ
S61

(H10)

Ｂ イ

Ｃ イ

Ｄ

S46

水域
区分

Ｃ イ S46

Ｂ イ S46

Ｅ イ S46

Ｅ ハ

Ｅ ハ S46

庄
内
川
等
水
域

豊
川
等
水
域

１ 水質環境基準の水域類型の指定及び見直しの経緯 

河川の水質については、環境基本法（平成５年法律第 91 号）第 16 条第１項

により、人の健康を保護し、生活環境を保全する上で維持することが望ま

しい基準（水質環境基準）を定めるものとされています。 

生活環境の保全に関する水質環境基準は、水域の利用目的に応じて６つ

の類型が設けられ、同法に基づき都道府県知事が水域の類型を指定（二以上

の都道府県の区域にわたる木曽川等の水域は国が指定）することとされています。 

これらの類型は、水域の利用目的や水質状況の変化に応じて、適宜、水

域ごとに類型の見直しをすることとされています。 

本県では、昭和 45・46 年度にかけて 37 水域が類型を指定され、その後、

順次追加され、現在 49 水域が類型を指定されている（表１）。また、平成７

年度から 16 年度にかけて、類型の見直しがされています。 

表１ 河川における水域類型の指定の状況及び水質環境基準 

類型区分 水域数 環境基準 類型区分 水域数 環境基準 （備考） 

表中の環境基

準は生物化学

的酸素要求量

(BOD) ※ の 値

である。 

ＡＡ ４ １mg/L 以下 Ｃ １４ ５mg/L 以下 

Ａ １０ ２mg/L 以下 Ｄ １０ ８mg/L 以下 

Ｂ ５ ３mg/L 以下 Ｅ ６ 10 mg/L 以下 

※BOD：河川の有機汚濁の代表的な指標。

２ 平成 28 年度水域類型の見直し 

平成７年度から 16 年度にかけて行った水域類型の見直し後、県内河川

の水質はさらに改善され、現状より上位類型の水質環境基準を継続的に満

足する水域が多くなってきました。 

そこで県内河川を４ブロックに分け、過去５年又は 10 年の水質状況を踏

まえた上で、人口動態・下水道普及率等による水質の将来水質予測（５年後、

10 年後）を行い、平成 28 年度から 31 年度にかけ、上位類型への見直しを進

めることとしています（表２）。 

表２ 水域類型の見直し予定 

年度 28 29 30 31 

水域名

・庄内川等水域の一部（日光川、

新川下流、五条川下流） 

・豊川等水域 

・矢作川水域 ・境川等水域

・庄内川等水域 

(H28 の水域を除く。)

・その他の水域 

３ 平成 28 年度 水域類型の見直し（予定） 

平成 28 年度は表３に掲げる９水域について見直しを行う予定です。

表３ 平成 28 年度に水域類型を見直す水域の環境基準達成状況（将来予測）と見直し案 

備考：環境基準達成状況の上位類型の各年度の欄中、現行類型より１ランク上位の類型と比較して

達成している場合は「○」を、達成していない場合は「×」としています。 

  ：達成期間 

       水質環境基準の達成に必要な期間で、類型指定と合わせて次の３つが設定されています。

・「イ」直ちに達成

・「ロ」５年以内に可及的速やかに達成

・「ハ」５年を超える期間で可及的速やかに達成

平成 28 年度 水質環境基準の水域類型の見直し（予定）（愛知県）

5
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１ 水質環境基準（河川）の類型

類型 BOD※ 利用目的の適応性 

ＡＡ １ mg/L 以下 水道１級、自然環境保全及びＡ以下の欄に掲げるもの 

Ａ ２ mg/L 以下 水道２級、水産１級、水浴及びＢ以下の欄に掲げるもの 

Ｂ ３ mg/L 以下 水道３級、水産２級及びＣ以下の欄に掲げるもの 

Ｃ ５ mg/L 以下 水産３級、工業用水１級及びＤ以下の欄に掲げるもの 

Ｄ ８ mg/L 以下 工業用水２級、農業用水及びＥの欄に掲げるもの 

Ｅ １０ mg/L 以下 工業用水３級、環境保全 

※河川の有機汚濁の代表的な指標 

（注）自然環境保全：自然探勝等の環境保全 

環 境 保 全：国民の日常生活(沿岸の遊歩等を含む。)において不快感を生じない限度 

２ 水域類型指定の見直し予定図

＜参考＞ 

5
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第８次水質総量削減に係る総量削減計画（案）及び総量規制基準（案） 

に対する意見募集について 

記 

１ 意見募集期間 

  平成２９年１月３１日(火)から平成２９年３月 1日(水)（郵便は当日消印有効）まで 

２ 意見の提出方法 

  お住まいの市町村名、性別、年齢、職業を御記入のうえ、別添様式により、郵便、ファクシミ

リ又はＥメールにより、下記問合せ先に提出してください。 

※電話での御意見については、対応できませんので御了承ください。 

３ 総量削減計画案及び総量規制基準案の閲覧方法 

  愛知県ホームページ（http://www.pref.aichi.jp/soshiki/mizu/8soryo-pcbosyu.html）から、

資料の閲覧（ダウンロード）ができます。 

また、水地盤環境課、県民相談・情報センター、各県民相談室及び新城設楽振興事務所広報コ

ーナーにおいて閲覧ができます。 

４ 提出いただいた御意見への対応 

（１）提出いただいた御意見は、総量削減計画の策定及び総量規制基準の設定をする際の参考にさ

せていただきます。 

（２）御意見に対して個別には回答はいたしませんが、いただいた御意見を取りまとめた概要等に

ついてホームページに掲載する予定です。 

（３）提出いただいた御意見は、個人情報を除いて公開する場合があります。 

５ 問合せ先 

愛知県環境部水地盤環境課三河湾環境再生グループ 

   〒４６０－８５０１ （住所記入不要） 

   電話 ０５２－９５４－６２２０（ダイヤルイン） 

ＦＡＸ ０５２－９６１－４０２５ 

   Ｅメール mizu@pref.aichi.lg.jp 

愛知県では、水質汚濁防止法の規定に基づき、これまで７次にわたり総量削減計画及び総量

規制基準を定めて、伊勢湾（三河湾を含む。）の水質改善に取り組んできました。昨年９月に、

国が平成 31 年度を目標年度とした、化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん含有量に係る第

８次の総量削減基本方針を策定するとともに総量規制基準の範囲を定めたことから、本県で

は、国の基本方針及び基準の範囲に基づいて、第８次の総量削減計画を策定し、総量規制基準

を設定するための検討を進めております。 

 このたび、それらの案がまとまりましたので、県民意見提出制度（パブリック・コメント制

度）に基づき、下記のとおり、県民の皆様からの御意見を募集いたします。 
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別添様式 
愛知県環境部水地盤環境課三河湾環境再生グループあて 
 郵 送：〒４６０－８５０１（住所記入不要） 

ファクシミリ：０５２－９６１－４０２５ 
 電 子 メ ー ル：mizu@pref.aichi.lg.jp 
 件 名：「総量削減計画（案）等に対する意見」としてください。 

第８次水質総量削減に係る総量削減計画（案）及び総量規制基準（案）に対する意見

お住まいの市町村名 年 齢 性 別 職  業 

 歳 男・女 

＜意見＞ 
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○ 目標年度：平成 31 年度

○ 削減目標量                （単位：トン／日）

ＣＯＤ 窒素含有量 りん含有量

削減 
目標量 

26 年度 
実績 

削減 
目標量 

26 年度 
実績 

削減 
目標量 

26 年度 
実績 

生活排水 40 43 26 27 2.0 2.1 

産業排水 25 27 13 13 1.1 1.2 

そ の 他 9 9 18 18 1.3 1.3 

合  計 74 

（6.3％）
79 

57 

（1.7％）
58 

4.4 

（4.3％）
4.6 

・「その他」は、畜産、水田や畑等の農地、山林等からの汚濁負荷量

・（ ）内は、26 年度実績に対する削減率

１ 削減の目標 

総量削減制度の概要及び経緯 
○ 総量削減制度は、伊勢湾（三河湾を含む）、東京湾、瀬戸内海といった広域的な閉鎖性水域の水質改善を図るため、水質汚濁防止法に基づき、すべての汚濁発生源
からの汚濁負荷量の総量を、総合的・計画的に削減することを目的とする制度である。

○ 環境大臣は、削減の目標、目標年度、その他汚濁負荷量の削減に関する基本的な事項を総量削減基本方針として定めることとされている。
○ 都道府県知事は、国の基本方針に基づき、化学的酸素要求量（ＣＯＤ）、窒素含有量及びりん含有量に係る削減目標量、削減目標量の達成の方途等に係る総量削減
計画を策定し、必要な措置を講ずることとされている。また、都道府県知事は、総量削減計画に基づき、総量規制基準を設定することとされている。

○ 本県は、昭和 55 年度から７次にわたり総量削減計画等を定めて汚濁負荷の削減に取り組んできた。しかし、今後も水環境改善を進める必要があるとして、国は、
昨年９月に、平成 31 年度を目標とする第８次総量削減基本方針を策定し、総量規制基準の範囲（上限と下限の値）を改正した。

○ このため、昨年 11 月に、県環境審議会に第８次の総量削減計画の策定及び総量規制基準の設定について諮問し、同水質部会で審議してきた。

総量削減制度の対象地域等 

・斜線部が対象となる伊勢湾の範囲

・着色部が総量削減計画の対象地域

・愛知県、岐阜県、三重県が各県域を

 対象とした総量削減計画を策定

○ 生活排水処理施設の整備 

・下水道の整備

処理人口5,504千人を目標として整備を推進する（26年度末の処理人口：5,195千人）。 

・合併処理浄化槽の転換促進等 

市町村による補助対象基数10,000基（H27～31年度累計）を目標として整備を促進する。 

・農業集落排水処理施設の整備 

処理人口244千人を目標に整備を推進する（26年度末の処理人口：238千人）。

○ 総量規制基準の設定 

・総量規制基準を適切に設定し、その遵守を徹底する。

○ その他の汚濁発生源に係る対策 

・総量規制の対象とならない小規模の工場・事業場に対して、汚濁負荷量の削減を指導する。 

・肥料等の適正使用により農地からの汚濁負荷量の削減を図る。 

・家畜排泄物の適正な処理の推進、エネルギー利用の検討を進める。 

○ 環境教育、啓発等 

  ・「愛知県環境学習等行動計画」に基づき、継続的・発展的な環境学習を推進する。 等

２ 削減目標量の達成のための方途 

○ しゅんせつ・覆砂、干潟の保全･造成、窪地の埋戻し等を実施する。 

  ○ 港湾等において、生物共生型護岸等の環境配慮型構造物の採用に努める。 

 ○ ＮＰＯ、漁業者、民間企業等の多様な主体との連携・協働の取組を推進する。 

○ 中小企業者等に対して、融資制度等により支援を行う。  等

３ その他汚濁負荷量の総量の削減及び水環境の改善に関し必要な事項 

参考 
第８次水質総量削減に係る総量削減計画（案）及び総量規制基準（案）について 

Ⅰ 総量削減計画（案）の概要 
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Ⅱ 総量規制基準について 

１ 総量規制の仕組み 

○ 排水量 50m3/日以上の工場等が総量規制の対象となる。 

○ 規制項目は、化学的酸素要求量、窒素含有量、りん含有量である。 

○ 畜産農業、製造業など業種ごとに排水の性状が異なる。 

このため、国は、業種等を 215 に区分するとともに、排水の発生時期の

区分ごとに総量規制基準の範囲を定め、県はその範囲内で総量規制基準を

定めることとされている。 

○ 本県は、業種等を水量等によりさらに区分しており、排水の発生時期の区

分とあわせ、第７次総量規制において、化学的酸素要求量については 816、

窒素含有量は 646、りん含有量は 612の総量規制基準を定めている。

○ なお、以下の式で計算される総量規制基準値が、工場等から排出される

汚濁負荷量の許容限度となる。 

・総量規制基準値（kg/日）＝県の定める総量規制基準（mg/L）×排水量（m3/日）÷1000 

県の定める総量規制基準の例（化学的酸素要求量の７次基準 抜粋）（単位：mg/L） 

整理

番号 
業種等の区分 

排水の発生時期 

S55.6.30 
以前 

S55.7.1 
～H3.6.30 

H3.7.1 
以降 

2 畜産農業 １００ ７０ ７０

44 清酒製造業 ア 日平均排水量400立方メー
トル以上の工場に限る。 

３０ ３０ ３０

 イ 日平均排水量400立方メー
トル未満の工場に限る。 

４０ ４０ ４０

232 整理番号 2 の

項から前項ま

でに分類され

ないもの 

ア し尿浄化槽（処理対象の人
員が 200 人以下のもの）、
社員食堂のちゅう房施設
等生活に伴う施設に係る
もの 

６０ ４０ ４０

イ その他 ２０ ２０ ２０

２ 総量規制基準見直しの概要

○ 事業場の排出の実態を踏まえ見直しの検討を行った。 

○ なお、見直しの対象となる事業場については、個別に総量規制基準の遵守

可能性を確認し、必要に応じ見直し案の修正を行った。

３ 総量規制基準（案）の概要 

○ 下表に示すように、化学的酸素要求量については 17の基準を、窒素含有

量については 38の基準を、りん含有量については 61の基準を見直す案を取

りまとめた。 

○ なお、以上の見直しによる総量規制基準（案）については、事業者の排水

の実態等により、事業者が遵守可能なものであることを確認している。 

表 見直しの検討に係る総量規制基準の数 

項目 
基準総数

（Ａ） 

下限値に設定済

みの基準数

（Ｂ） 

見直し検討対象

の基準数 

（Ａ－Ｂ） 

見直しを行う 

基準数 

化学的酸素要求量 ８１６ ７４１ ７５ １７ （2.1％）

窒素含有量 ６４６ ３７２ ２７４ ３８ （5.9％）

りん含有量 ６１２ ２９４ ３１８ ６１ （10.0％）

（ ）は、総数に対する見直しを行う数の割合を示す。
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水循環再生行動計画（第３次）イベントカレンダーの作成

１ イベントカレンダー作成の提案

各構成員が実施する、健全な水循環の再生に向けた取組みを一覧表にまとめたイ

ベントカレンダーと昨年度の取組み実績イベントカレンダーの作成を提案します。

作成したイベントカレンダーは水循環再生地域協議会ホームページへ掲載します。

これにより、構成員相互の情報共有や取組みの連携・強化に繋がることを期待し

ます。

後日、事務局より記入様式を送付します。

２ 「水の日」と「水の週間」

水循環基本法（平成 26年法律第 16号）により、毎年８月１日は、国民の間に広
く健全な水循環の重要性についての理解や関心を深める日として「水の日」と定め

られました。同法により国及び地方公共団体は、水の日の趣旨にふさわしい事業を

実施するよう努めなければならないとされ、また、８月１日を初日とする一週間は

「水の週間」とされています。
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よくできた！！！ できた！！ 少し不満！



現    行 改  正  案

東三河地域水循環再生地域協議会設置要綱の改定
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